
市民協働
市民同士、また、市民と行政が対等の立場で、お互いが持つ
資源や能力を活用して、共通の目的達成のために協力して活
動すること。

地域分権
行政機能の本庁集中化による課題を解消して、都市としての
一体性を保ちながら、市民の日常生活に密着した住民サービ
スは、市民に身近な地域で提供できるようにすること。さら
には、住民自治の充実により、「地域の課題は地域で解決」で
きるような仕組みを構築していくこと。

地域福祉の基本用語

「福祉」とは「しあわせ」のこと
「地域福祉」とは「地域のしあわせを、みんなで築いていくこと」

では、「しあわせ」とはいったい何なのでしょうか
それは、「心が満ち足りていること」です

「福祉」とは「しあわせ」のこと
「地域福祉」とは「地域のしあわせを、みんなで築いていくこと」

みんなで、が大事
そう、「地域福祉」の主役は、わたしたちみんなです

自分たちの住むあきたのまちに、
そして、そこに暮らす人たちに、

みんなで、ほんのちょっとの思いやり・・・

みんなのちょっとが集まれば、
しあわせはさらに大きくふくらみます

人と人とのあたたかい関係、地域社会の絆を、
これからもずっとずっと大切にしていきたいものです

2004年は、佐竹義宣公
が久保田城入城を果た
し、秋田の地でまち割り
（現代風にいえば都市計
画）を手がけてからちょ
うど400年にあたります。

「建都400年そして市民協働・地域分権元年」平成16年4月、新しい道しるべのスタート
（★1） （★2）
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我が国では、少子・高齢化（検証1）

が世界に類を見ない速さで進行すると

ともに、都市化や核家族化などによっ

て、社会を取り巻く環境が大きく変化

しています。こうした中で、社会には

たくさんの歪みが生じていますが、こ

の要因のひとつとして、中央集権的な

全国一律のルールや考え方が、多様化

する時代にそぐわなくなったというこ

とがあげられます。

順調な経済成長の時代には、「福祉（★3）」

の分野においてもサービスの拡大が難

しいことではありませんでした。しか

し、いまは「ゼロ成長」、さらには

「マイナス成長」の時代です。それにも

かかわらず、「もっと、もっとサービスを」

と叫び続けることは、多くの負担を将

来世代へ回してしまう危険性をはらん

でいます。

右肩上がりの経済成長が終わりを告

げたことをしっかりと認識し、これか

らますます進展する少子・高齢社会を

見据え、いまこそ、「行政」と「地域」と

「市民一人ひとり」が力を結集するとき

です。そのためのひとつの取り組みが、

「地域福祉（★4）」の推進であり、「支え合い・

助け合い」への不断の努力こそが、将来

にわたって良好な地域関係・人間関係

をつくりあげていく大きな力になると

考えます。

ここに策定した「秋田市地域福祉計画」

はゴールなのではなく、あくまでもス

タートです。まずは、「地域福祉」と

いう考え方を、みんなでしっかりと共

有することが最初の目標です。そして、

進捗状況のチェックも、計画の見直し

も、市民のみなさんの参加・参画（検

証2）によって、協働作業で進めていき

ます。

21世紀は地方の時代（検証3）といわ

れています。河辺・雄和両町との合併

も見据え、市民の「しあわせ」の実現と

本市のさらなる飛躍に向けて、秋田市

としても最大限の努力をしていきます。

市民のみなさんにおかれても、この

「秋田市地域福祉計画」の策定を契機と

して、市政や市民活動への積極的な参

加・参画をお願い申し上げます。

「地域福祉」＝「地域のしあわせを、みんなで築いていくこと」
「地域福祉」の主役は、私たち市民一人ひとりであり、私たち
一人ひとりの手による、しあわせを実感できるような住みよ
い社会づくり、住みよいまちづくりに向けての取り組みが
「地域福祉」ということともいえます。

地域福祉の基本用語 「福祉」＝「しあわせ」
広辞苑によると、①幸福、②消極的には生命の救済、積極的
には生命の繁栄とあります。私たちは福祉というと消極的な
イメージを持ってしまいがちですが、本計画では、積極的な
イメージを大切にし、「福祉」＝「しあわせ」と考えることと
します。そして、「市民福祉」＝「市民のしあわせ」という観
点から、市民生活全般を視野に入れた計画とします。

高齢人口65歳～ 55,689人 17.5％

生産人口15～64歳 216,200人 68.1％

年少人口0～14歳 45,655人 14.4％

合計 317,544人 ─

高齢人口65歳～ 86,628人 29.7％

生産人口15～64歳 173,329人 59.4％

年少人口0～14歳 31,852人 10.9％

合計 291,809人 ─

少子・高齢化
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●高齢化を一層進める出生数の低下

●秋田市の人口構造の推移
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高齢人口65歳～ 12,625人 5.4％

生産人口15～64歳 168,459人 71.4％

年少人口0～14歳 54,789人 23.2％

合計 235,873人 ─

30年で「みこし」から「かご」へ

●「高齢化社会（★5）」から「高齢社会（★6）」までのスピード比較

2000年　高齢者1人に対して生産人口4人 2030年　高齢者1人に対して生産人口2人

…検証1…

日本は高齢化のスピードが世界一
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いわゆる「三位一体改革（★8）」の推進により、地方の権限が大

幅に拡大されることになりましたが、歳入面では、長引く景

気の低迷による税収の落ち込みや、国からの地方交付税の縮

減などにより、財源の確保は非常に難しい状況にあります。

一方、歳出面においては、雇用情勢の悪化や高齢化の進展

により、民生費（福祉部門の経費）が大きく伸びています。

今後も、適正な住民サービスを見極め、その重要性や緊急

性に基づいた施策の選択をし、将来世代に責任の持てる財政

基盤を確立していきます。

市民の参加・参画
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高齢化社会
総人口に占める65歳以上の割合が、7％を超える
社会

高齢社会
総人口に占める65歳以上の割合が、14％を超え
る社会

合計特殊出生率
一人の女性が生涯に何人の子どもを産むかを示す数
値。総人口が増えも減りもしない均衡状態の合計特
殊出生率は、2.1だといわれています。

三位一体改革
地方分権を進めるにあたって、地方自治体の財政基
盤や自立性の強化を実現するため、「国から地方への
税源移譲」「国庫補助負担金の削減」「地方交付税の
見直し」を一体的に行うこと。

「秋田市地域福祉計画」の構成

序章 地域福祉計画の基本的な考え方・地域福祉の考え方が登場した歴史的背景など

終章 地域福祉計画がめざす方向性についてのまとめ

基本方針 計画に盛り込む事項

民生費�

土木費�

公債費�

衛生費�

教育費�

総務・議会費�

労働・農林水産・商工費�
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合計�

秋田市の財政状況（一般会計）…検証3…

基本理念

地域福祉計画は、社会福祉法第107条（平成15年4月施行）に基づく計画です

市税・地方交付税が減少
市債（市の借金）が増加

民生費（福祉部門の経費）の
割合が最も大きく、右肩上がり

…検証2…

・サービスの調査、点検、目標量の設定　・地域の生活課題の調査　・相談支援体制の整備、
サービスの情報提供　・サービスの評価等によるサービス選択の確保

・秋田市の財政状況　・パートナーシップ（公・共・私協働）の実現　
・多様なサービスの参入促進

・地域住民、ボランティア、NPOなどの活動への支援　・地域住民の意識の向上と主体的
参加の促進　・交流会、勉強会等の開催　・地域住民、サービス利用者の自立

第1章
主体的な選択

第2章
公・共・私の責任と役割分担

（公助・共助・自助）

第3章
社会参加と自己実現

できるだけ多くの市民のみなさん

から、地域福祉計画の策定に参加・参画

していただくために、「ワークショップ

（協働作業による、学びの場）」を実施し

ました。

平成15年度は、市内36地区で全部

で67回開催し、延べ1,753人から参加

していただきました。いただいたご意

見は、右のとおりで、計画づくりに大い

に参考になりました。

ワークショップは、

16年度以降も継続し

て実施しますので、ど

うぞご参加ください。
新屋勝平地区のワークショップ

分 野 件 数

健康・年金・医療 97 

子ども・子育て・教育 119 

高齢者・介護 231 

障害者 21 

町内会・地域活動 305 

まちづくり 331 

環境 147 

防災 43 

情報提供 44 

ボランティア 27 

その他・暮らし一般 188

合　計 1,553 
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地域福祉の基本用語

適切なサービス�

5つの基本理念� 3つの基本方針�

地域のしあわせを、みんなで築く�

秋田市地域福祉計画�
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（地域福祉専門分科会）�
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作業委員会�
地域福祉計画庁内連絡会�
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地域福祉計画の策定によって、市民一人ひとり、さらには地域社会の

「エンパワーメント（★9）」をはかり、「市民協働」「地域分権」の社会づくりをめざ

します。そして、市政推進の基本となる、第10次秋田市総合計画の基本理念、

「しあわせ実感　緑の健康文化都市」を実現していくこととします。

「市民協働」「地域分権」を実現するた

めの新たな施策をご紹介します。

ワークショップ
ワークショップ（協働作業による、学び

の場）を継続して開催することによって、

地域の実情に合った地域ごとの目標づく

りなどが、市民の創意工夫で、主体的に

つくりあげられるようにしていきます。

市民活動の促進
「秋田市市民活動促進基本方針」に基づ

いて、市民活動の促進のための施策を

検討・展開し、市民一人ひとりがあらゆ

る分野の市民活動に参加しやすい環境

をつくります。

秋田拠点センター
秋田拠点センター「Al☆Ve（アルヴェ）」

内に、「市民活動センター」や「子ども未来

センター」などを設置し、市民と行政が協

働を実現する場をめざしていきます。

行政評価システム
市民が行政サービスを納得して受けら

れるように、事業の目的や必要性、効果

などの適否を判断するための、必要かつ

十分な情報をわかりやすく提供します。

市民公聴条例
市の施策の企画・立案過程などで、市

民の持つ多様な意見、情報、専門的知

識などを提案・提供できる機会を保障

する条例です。平成16年度中の制定を

予定しています。

市民協働の推進
「自助・共助・公助」のバランスやあり

方を見つめ直し、市民と行政のパート

ナーシップを構築していきます。

分権の推進
国・県と秋田市との関係を見つめ直し、

市民の主体的な参加・参画によって、真の

地方自治の確立をめざしていきます。

【平成16年3月策定】

「秋田市地域福祉計画」全戸配付リーフレット
【編集・発行】
秋田市福祉保健部福祉総務課
TEL 018（866）2092 FAX 018（866）2417
http://www.city.akita.akita.jp/city/wf/mn/

秋田市地域福祉計画がめざす方向性地域福祉を推進するおもな施策

しあわせ実感 緑の健康文化都市

市
民
の
し
あ
わ
せ�

未
来
志
向�

未
来
進
行�

地
域
の
し
あ
わ
せ�

アドバイザー�
社会福祉協議会�
民生児童委員協議会�
社会福祉法人等関係機関�

町内会�

ワークショップ�
協働作業による、学びの場�

パブリックコメント�
（情報提供と意見聴取）�

広報あきた�
秋田市ホームページ�

公聴条例�

�

エンパワーメント�

現状認識�

参加・参画�

連携・創造�

（★9）�

エンパワーメント（empowerment）
自分の中に力をたくわえ、積極的な自己を作り出すことによっ
て問題の解決に取り組み、社会的な決定力を獲得すること

（★9）
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